











と報告 されているが2,この数値は環境協定の有効性と実効性をむ しろ積極的に評価 しうるものと考える。
オランダでも,こ の手法が基本的には実績を挙げているとみてよいが,如 何なる政策課題 とターゲッ ト
グループに対しても万能薬 とい うわけでは無論なく3、気候変動,自動車,農業部門等で不履行例もあり,
有効性,実 効性 を左右す る因子の分析が行われ た㌔ いずれにせよ,環境協定の履行を確保する前提 とし
て,第一一'に,経済界の約束の最終 目標および/ま たは中間的目標の内容と達成時期が定量的 ・具体的に
明示 されていることが不可欠である5。国家(あ るいは地方 自治体)の環境政策 目標を達成するうえで経
済界が分担すべき役割が,定 量的 ・具体的に規定されていていなければ,経 済界の約束の履行状況を監
視あるいは評価す ることができず,環境協定を環境保全政策手法の一つとして位置づけることは困難で
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環境協定自体にこのよ うな監視システムを内蔵す るものでなければな らない。例えば,中 央政府,地 方
自治体と経 済界,場 合によっては市民ない し労働団体等が参加する監視委員会方式(オ ランダの環境協
定はこの方式のものが多い),あるいは政府と経済界の双方の費用負担による第三者監視機関の常設(ド
イツ工業会等と連邦政府間の気候変動防止協定はこの類型に当たる)等 は,こ の目的で有効性が高い と
評価できる。
このような条件が満た された うえで,環 境協定の実効性を確保するためには,第 一に,環 境協定 自体
の履行 の確 保,第 二に,Free-riderの防止 とい う二つ の側面か らの制度的手 当てが必要で ある。以 下で
は,事 例研 究 を通 じて環境 協定の 実効性 に関す る論点 と課題 を考察す る。 考 察にあた っては,汚 染 土壌
浄 化7,化学物 質 に関す る リスク調 査8,気候 変動防止 ・省 エネ 関連9,物質循環部 門,特 に,拡 大生産者責
任 の具体化10と中小 企業 を含 めた環境保 全の質 の底 上げ を 目的 とす る地方 自治体 レベル での環境 協定ti等
を素材 とす る。
二 考察 一 履行確保手段の諸形態
環境協定にっいては,そ の形式,内 容,効 力等の視点から,公害防止協定型 ・経済団体協定型,法 定
協 定型 ・法 定外協 定型,片 務 型 ・双 務型,宣 言型 ・協定型,規 制補 完型 ・規制 代替型,法 的拘束力 型 ・
一般的拘束力型 ・非拘束力型様々な類型化が可能であるが12,履行確保 とい う観点では,義 務設定型 と受
益設定型を区分することが実際的であり,協定で合意 された約束の履行確保が重要性を有するのは主 と
して前者の類型にっいてである。
即ち,環 境協定は,形 態,類 型を問わず両当事者に何 らかの直接的あるいは間接的なメ リッ トと不履
行の場合の不利益があ り,これが協定の締結あるいは履行に対するインセンチィ ヴとして作用する。尤
も,経済界の側に直接的な受益を与える類型の例があ り,主 として中小企業の環境保全水準の底上げを
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定は,州 政府 と州商工会議所 との間で,政 府側は,一 定の規制緩和,手 数料軽減,技 術者派遣等のメ リ
ットを提示することによって参加企業に対 して環境管理システムの導入を誘導 し,商 工会議所側は参加
企業に対 して助言等の支援を行 うこと等を合意 した。 このような協定を締結 した背景には、持続的発展
が政府サイ ドと経済界 との協調なしには達成が困難であること,持続的発展を 目指すには州,連 邦,EU
レベルで未然予防 と生産者責任の考え方を確立する必要があること等の認識があるが,不 履行に対 して
予定され るサンクシ ョンが弱く,む しろ,規 制緩和,手 数料軽減,情 報提供等の形での協定参加 に対す
るメ リッ ト供与によって履行を確保する方向が窺える。中小企業にとって規制緩和,手 数料軽減のメ リ
ットは現実にはそれほど大きくはないが,政 府 との間に協調的関係を保持できること,省エネ技術等の
コス トダウンと環境保全とを両立させ るための各種支援 を受けることができること等のメ リッ トが,協
定参加に対するインセンチィヴとして機能す る。相対的にみて環境負荷に対す る比重が小 さい中小企業
に対す る規制は効率的でない点で制約があることか ら,従来は大企業に対 して重点的に規制をかける手
法が多用 されてきたが,公 平性の点で問題があることのほか,物 質循環,自 動車あるいは省エネ等の市
民型環境付加の領域では,環 境汚染物質排出部門と異な り,中小企業部門,民 生部門の比重が行政効率
を理由に無視 しうるほ どに小さいわけではないので,こ の領域の関係者を問題解決に関与 させ ることが
重要となる。特に,省 エネ部門では,中小企業にとっても経済的メ リッ トが小さくないから13,この類型
の環境協定は,中 小企業iの環境保全水準の底上げを図ることを目指す点で将来性 を持つ と考えられる。
但し,この類型では,中 小企業を含め,協 定の枠組に参加することによる負担が小さいから,履行確保
あるいはfree-rider問題1ま重要性が低 い。
1法 的拘束 力の付 与
環境協定手法は,本 来,環 境保全措置の実施主体と実施すべ き措置の選択に弾力性を付与することに
よって規制的手法の限界を克服することを目指 し,自主性を本質 とする。特に,そ の時点における技術
水準あるいは経済性 を理由に規制的手法による義務付けが困難な領域で,環境保全とそのための技術開
発を同時進行させることによって,規 制的手法による義務付けが困難な水準の政策 目標の達成を目指す
場合には,環 境協定に法的拘束力を付与 し,規制の代替手段 とす ると,環境協定の締結 を困難 とし,あ
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拘 束力 を与えない形 の合意 が一般 的で あるが,環 境法典 草案 は,一 定の条件 下で公法上 の契約 と しての
効 力を有す る形式 の導 入を予定 しだ7。 しか し,こ れまでの ところ,現 実 に法 的拘束力 を執行す ることに
よって履行 を確保 した実例 はない し,そ の よ うな実現の仕方が現実的かは疑問 もあ る。
一つ の問題 は,環 境 協定 の当事者 である経済界団体 は,環 境協定で合意 され た政策 目標 の達成 に向 け
た措 置を直接管理 す る立場 にはない。 一定割合 の温室効 果ガ ス排 出削減 を約 束す る ドイ ツ気候変動防止
協定 を例 に とると,排 出行為 は協定 当事者で ある工業会(BI)1)等の経済上部団体 ではな く,加 盟経済界
団体(例 えば,石 油化学 事業会等)の 加 盟企 業が行 うので あ り,こ れ ら加 盟企業 に対 して は,除 名等 の
手段 に よる団 体内部の 自治 関係 を背 景 とす る間接 的 ・事実上 の強制 手段が あるのみで,可 能 な手段 は団
体の 内部関係 に よって 一様 でない し,そ の実効性 に も疑問が ある。 この難 点は,法 的 な観点 に限れ ば,
経済団 体の ほか各加 盟 企業を 当事者 とす る形式 に よって回避 はで きるし,現 実 にこの よ うな形 式の環境
協定 は,省 エ ネ協定 な ど,少 なか らず 存在す る。 この方法 では,環 境 協定上の約束の不履行(例 えば,
数値 目標 不達 成)に 対 す る法律効果 について は,規 制違反 に準 じて施設操業認 可取消等の形 での公 法上
の権 限行使 を認 めるこ とがで きれば,後 記許認可制度 とのpolicymixの形態 と同等の強い強制力を持ち
うるこ とになる。 この点で,ド イツ環境法典 草案は一定 の条件の もとで環境 協定を公法 上の契約 とす る
ことを予定 したが,現 実 には協定違反の法律 効果 を訴訟 による裁 判上の強制 に結 びつけるほかない と考
え られ るか ら,法 的拘 束力の付 与に よって環 境協定の履行 を確 保す ることには限界がある とい うべ きで
あ る。
環境 協定の履行 を法 的拘束力に頼 る手法 の も う一つの限界はFree-riderに対 して無力 であるこ とであ
る。 この難点 は 環境 協定に一般的 拘束力(algemeneverbinding,allgemeineVerbindlichkeit)を付与
す る方法 によっ て,少 な くとも法的に は,回 避 で きる。 ドイツ環 境法典草案 は一定の条件の もとでこの
制度 を予定 した し,オ ランダ環境 管理法 は既 に この制度 を導入済で ある。即 ち,同 法は物質,調 剤その
他の 製 品の 輸入 ・市 場取 引 業者 間 の廃 棄 物管 理 拠 出金 の支払 いを 目的 とす る廃 棄物 管理 拠 出金 協定
(Overeenkomstovereenafvalbeheersbijdragen)につ いて,一一定程 度の 占有率ハ3を有す る事業者が参
加 した場合に,申 請 ベースで(15.37条),最高5年 を限度 と して(15.39条),…般的拘 束力 を付与す る
権限 を大臣に 与える(15.36条)19。… 定程度の占有 率を要件 とす るのは,少 数の事業者 に よる合意が他
の事業者 に対 して競争 関係上 不利 益 を もた らす こ とがないための配慮 として必要であ る。 この場合の一
般的拘束力付 与の基準 はガイ ドライ ン20によるが,一 般 的拘束力が付与 され る と,そ の適用 を受 ける者に
17UGB-E(KOM).但 し,制 定 の 見 通 しは 立 っ て い な い 。
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miliubeheer,278(1994)),現実 に 一…一般 的 拘 束 力 を 付 与 さ れ た 事 例 で は80な い し90%程 度 で あ る(S'ROS{,Proeveval}
wetsvoorstelinclusiefmemoriGvantoelichting-HoofdstukgStoffenenproductenwetmilieubeheer:Stand:April
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t9このほか,化 学物質に関す るEUの 新戦略の国内法 化と統合的製品政策(lntegratedProductPolicy)の制度化に
向 けて提案 され た同法第9編 改正 案(VROM,ibid.)によれ ば,環 境保全のために,業 務上物質,調 合品またはその他
竃㌶竃講竃騰竃驚き遼藁藷纏曇罎i総量撒墾ξ竃竃讐議襲




対して遵守義務が課 される(15,40条)。尤 も,廃棄物管理拠出金協定 と同等以上の管理体制を採用 して
いる業者 については適用除外を認めることができるが(15.38条1項),その管理態勢が履行 されない場
合には適用除外が取 り消 され るから,そ の意味では履行が法的に確保 され,こ れによってfree-riderが




2制 裁措置 の 予定
環境協定で定める数値目標を達成 しない場合の制裁措置を予定す る形態がある。第一は,環 境協定の
中で制裁措置を規定す るもので,ドイツの経済界団体と連邦政府間の気候変動防止協定はこの例である。
ここでは気候変動(防 止)枠 組条約 と京都議定書を起点 とす る温室効果ガス排出削減 に向けた ドイツ連
邦政府の政策 目標 の達成を目的として経済界が果たすべ き役割が,数 値 と期限を特定 して合意された。
この協定では 「両当事者は,従 来の一一方的宣言方式を共同方式 とし,約束事項が双方にとって拘束力を
有することを強調することで理解が一致 した」 と規定 されているものの,両 当事者ともこれを法的拘束
力ではな く政治的拘束力を有するにすぎないものと解 しているが,併 せて,連 邦政府の約束 として,協
定が成果をあげて履行 されている限 り,連邦政府は,EU法の国内法化義務に抵触 しない限 り,気候変動
防止の 目標を規制的手法によって達成するための発議を しないこと,エ ネルギー監査制度 を義務化 しな
いこと,環境適合型税制改革の今後の展開に際 しても,協 定に参加 した経済部門が国際競争関係上不利
な事態に陥 らない よう,併せて,企 業の純負担が負担可能な限度を超えることのないよう配慮すること
が明記 されている。 この規定は,連 邦政府の約束 として規定されているが,裏 返せば,経 済界が協定上
の約束を履行 しない場合には,制 裁措置 としてこの政策措置が発議 され るであろ うことを合意 したもの
と理解できる。 この制裁措置,特 に,エ ネルギー監査義務(エ ネル ギーのインプ ットとアウ トプッ トの
第三者による証明を義務づける制度)の 導入は経済界にとって経済的負担が大きいために,協 定履行に
対する強いインセンチィ ヴとして機能 している。無論,協 定不履行の場合の制裁措置が現実 に発動 され
る蓋然性が高いほど,協 定履行に対するインセンチィヴ効果が大きい。 したがって,そ の発動に連邦議
会決議を要す るよ うな場合には,例 えば,協 定締結過程で閣議決定あるいは国会の合意を経由するなど
の方策によって発動の蓋然性 を高めるよ う工夫することが有効であるが,本 件では,環 境担 当大臣のほ
か,連邦首相 と経済担当大臣も協定署名者であるか ら,実現の可能性が高いと考えることができる。
制裁措置を予定する第二の形態は ドイツ飲料用包装容器 リサイクルに関するデポジ ット制度にみ られ
る。飲料用包装容器にっいては,リ サイクル促進が当初経済界の自主規制に委ね られたが,履 行が充分
でないために,プ ラスティ ック包装容器令による規制的手法が導入 され,そ の後包装容器令に発展 した
経緯があるが,1990年包装容器令は規制的手法によって飲料製造者に回収 ・引取義務 とデポジット義務
212002年時 点 で 廃 車
,農業 ・園 芸 用 フ ォ イ ル,プ ラ ス テ ィ ッ ク 建 材,紙 ・ダ ン ボ ー ル,板 ガ ラ ス の5例(VROM,oP.cit.,40)。
-97一
遼42巻第2号2004年3月
を課 し(第1ス テップ),後者にっいては,一一定の数値義務を満たす自主的制度(実 際にはDSD)を利用
することによってデポジッ ト義務の適用を免除 し(第2ス テップ),全国で全包装容器についての反復利
用率が一定数値を下回った場合には,各飲料用包装容器毎の反復利用包装容器率が1990年の水準を下回
った飲料用包装容器を対象に,適用免除を解除する(第3ス テップ)シ ステムを導入した。 この場合,
全包装容器についての反復利用率をどの飲料,ど の包装容器にっいて向上させることによって,適用免
除を維持するかは経済界に委ねられたが,結 局,適 用免除の解除条件が成立 し,デポジッ ト制度が導入
された22。この場合には,前記気候変動防止協定と異な り,制裁措置が既に規制的手法によって導入済で,




第三に,将 来における規制内容の合意を環境協定の方式で行 う例があ り,この形態では政財界に対す
る一定の約束の設定とその約束の規制化が合意 される。 ドイツ脱原発協定23では,既存の原発各々にっき
残存許容発電量2eを定め,その達成時を操業期限とすると同時に残存許容発電量取引を認め,かつ新規申
請中の原発について一定の残存許容発電量を設定 し,その譲渡を認めた うえで,認 可申請取 り下げを合
意す る。 これによって残存許容発電量がゼロになった時点で原発が廃止される。 この政策は,省エネ,
更新可能エネルギーの比重増加,国 際売電等の方法を併用することによって温室効果ガス排出削減 と脱
原発を両立させる点で重要な選択であるが,こ の協定では併せて協定内容を原子力法改正に盛 り込む こ





前に汚染された事業用の土地で,現 に使用されてお りかつ将来も使用され るものについて,緊 急に浄化
を要する場合には,土 地所有者 ・長期債地権者に,原則 として,2023年1月1日まで浄化する義務を課
す方向での土壌保護法改正を合意する。 この協定では法制度改正に伴い,汚 染原因者に当たらない土地
所有者に酷な場合も生 じることから,政府側の反対約束 として公的財政支援が合意されてお り26,環境協
定の形式が採用された理由の一つはこの点にあると考えられる。 この事例では協定締結 と法制定 との時
間的隔た りが小 さく,履行確保の確実性の点では上記第一と第二の形式の中間的な位置にあると考えら
22拙 著 「ドイ ツ廃 棄 物 法 制 の 最 近 の 動 向(2}」環 境 管 理38巻2号72頁
。 飲 料 関 連 経 済 界 は 訴 訟 を 提 起 し て デ ポ ジ ッ ト制 度 導
入 を 争 っ た が 成 功 しな か っ た(BVerfG,B.24.06.2002-1BvR575等)。
23Vere三nbarullgzwischenderBundesregierungundEnergieversorgungsunternehmen(2000).21残存纏 嬬 耀 卿 纂 難 難
。て算定.た、。。。、調1日 以降の残存期間
年 間 発 電 量:1990年 ～1999年 の 間 の 発 電 量 が 多 い5年 間 の 平 均 発 電 量 ×1.05525Convenantbodernsaneringingebruikzijlldeeilblijvendebedrijfsterreinen,op,cit..
26公 的 負 担 に よ る 財 政 支 援 措 置 を 具 体 化 す る た め に
,Regelingfinancielebepaliiigenboderosanering2002が制 定済




ず,む しろ,協 定不参加企業に不利益を生 じないような配慮が求められる。則 新化学物質戦略の国内法
化と経済界の責任による既存化学のリスク調査義務 を設定するオランダの化学物質戦略に関する経済界
の自主規制もこの形態に当たる(経 済界の宣言方式で行われ,環 境協定を締結すること合意 された)27。
3規 制 的 手 法 と のpoIicymix
規制的 手法 によ って一一般的義務 を規定 した うえで,そ こで 定める 目標 と同等以上の 目標 を設定す る環
境協定に加盟す る事 業者 について規制的手法の適用 を除外す る例がオ ランダで少 なか らず 存在す る。 こ
の手法 は,前 記 ドイツ飲料用包 装容器の デポ ジ ッ トで採用 され た手法 と比較す る と,後 者では規制上の
義務(デ ポ ジ ッ ト義務)と 自主規制上の約束(反 復容器率 に関す る数値約 束)が 異質であ るに対 して,
前者では同質的 であ る点 に差があ る。
例えば,電 気機器令2Hは,製造者 ・輸入者 に対 して,自 社が販売 した製品または 自社製品販 売に際 して
提供 され る類似製 品の引取義務 と,引 き取った廃 棄物の適 正処理義務(7条),さ らにはJ家 庭か ら自治
体を通 じて回収 され た製品廃棄物の 引取義務(8条),自 治体における負担費用(循 環欠損額)に 対す る
資金負担義務(9条),こ れ らの義務の履行方法 を大臣に通知 し(10条),その承認 を受 け(11条),定期
的に履 行状 況 を報 告す る義務(12条)を 課すが,こ の義務の実施に関 して拘束 力を有す る環境協定を締
結 し,ま たは これ に参加す る場 合には,同 条 に基づ く義務の適用 を除外す る(4条)。 包装容器お よび包
装容器廃 棄物規則29も,包装容器 にいれ た製品の製造者 ・輸入者 に対 して,再 使用以外 に供する廃棄物に
ついて,リ サイ クル 率,マ テ リアル リサイ クル率,包 装容 器材料 ごとのマテ リアル リサイ クル率 にっ い
て数値義務(3条 ない し9条)を 課す ほか,電 気機器令 に類す る義務(4条 ない し9条)を 課 した した う
えで,こ れ ら規 制的手法 によ る義務 を超 える内容 を定め る拘 束力 を有 す る環境協定 を締結 し,ま たは こ
れに参加す る場合 には,規 制的手法 上の義務の適用 を免除す る(2条)。したがって,環 境 協定上の義務,
とくに数値義務 が経 済界全体で履行 され ない場 合には,規 制的手法 による義務が適用 され ることにな る
ので,義 務履 行に対す るイ ンセ ンチィ ヴが高い し,環 境 協定に参加 しない事業者 は同令 の適用を受け る
(2条3項)か ら,Free-rider問題 を封 じる点 で も利点が ある。 その一一方で,こ の手法 では,規 制的手
法に よる義務 は個別 事業者に対 して課 され るが,環 境 協定 上の義務 は経済界団 体全体で履 行 されれ ば足
る点で,履 行方 法に弾力性 が あ り,こ の点が協定参加 の利点 の一つ となる。
4許 認 可 制 度 とのpoliGymix
オラ ンダ国家 環境政策 計画 の実施 に向けた ター ゲ ッ トグルー プ型 の環境 協定では,中 央政府 と経済界
団体 との環境 協定 に基 づいて,国 家環境政策計画 等で規定 され た国家 目標 を達成するために経済界団体







Plan)が策定 され,こ の計画 をさ らに 具体化す るために各加 盟事 業者 レベル の環境計画(CEP:Company
EnvironmentalPian)が策 定 され る。 この計画 には企 業ベースの環境 目標 を設 定す る とともに,こ れ を
達成 す るためのALARA原則 に準拠 した環境負 荷排 出削減計画 を策 定 し,4年毎に見 直す が,こ のCEPは施
設 設置 ・操 業認 可官庁 に提 出 され,そ の内容が施設 認可条件 に取 り込 まれ る30。この方式では環境 協定上
の約 束の履行 は個別 事業者 レベル で規制 的手法 と結 びつ け られ てお り,し たが って,約 束不 履行 に対 し
ては施設操 業認可 取消 による制裁 措置 が可能 とな る点 で実効性 が高い。 一方,Free-riderに対 しては,
環 境 協定参加 企業 と同等 以上の水 準の 条件を施設許認 可 に設 定す るな どの政策手法 を併 用 しない限 り,
無力 であ る。
5イ ンセ ンチ ィヴ付与
以上検討 した例では,い ずれ も事業者に とって環境協定参加のメリットがあ り,このメリッ トが環境







た 目標達成義務 ではないので,経 済界全体で数値義務を達成する関係にない点で,前 記電気機器あるい
は包装容器の例 とは区別 される。BSB協定,SUBAT協定は,と もに,主 として土壌汚染調査,汚 染浄化措
置に関する中小企業支援,と くに,財政的支援を中核 とし,社会連帯的発想に立った経済界(BSB協定に
あっては全経済界,SUBAT協定にあっては石油業界)に よる費用負担を目的 とする。 したがって,こ こで
は協定の枠組に参加することによって規制的手法による費用負担を回避,軽 減できる点でインセンチィ
ヴが働く。特に,前 記BSB-2では,土 地所有者に対する財政支援(補 助金)を 受けるためには土壌汚染
調査を自ら行わなければならず,浄 化等の措置も早い時期に実施するほど補助率が高い制度設計 となっ
てお り,調 査 と早期措 置に対す るイ ンセンチィ ヴが働 く。 ドイツでKooerationsmode1と総称 され る土壌
汚染 に対す る支援 措置 もこの類型 に属す る。 即 ち,ド イ ツ法上,土 壌 汚染原 因者 と汚 染 され た土地 の所
有者 ・占有者は汚染 土壌の浄 化責任 を負 うが(連 邦土壌保全 法4条),バ イエル ンの例 では,州 政府 と州
経 済界 との問の環境 協定 に よって,浄 化義務 者が負担 能力 を欠 く場 合 におけ る調査 と浄 化を財政 面お よ
び技 術面 で支援す る 目的 で,汚 染跡 地浄化基金(AItlastensanierungsfonds)と土壌汚 染浄化 を業 とす
る会 社(GAB:GesellschaftzurAltlastensanierunginBayernmbH)を創 設す る。 この協 定 は法 的拘
束 力を有 しない が,オ ラ ンダ工業 用地 土壌調査義 務令 と同 じく,政 府 の数値 化 された環境 目標 達成 を義
務 づけ る もので はな く,過 去の負 の遺産 に対 して経 済界全体が 法的責任 と切 り離 した形 で調査 ,浄 化責
il漿懸 ㌶ 購 璽 ㌶6撒 翼翼離 繊 正　・-5)・
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任と費用 を負担するための環境協定の実質を持ち,主 として中小企業に対する支援機能が大きく,州政
府にとっても,措 置義務者が負担能力を欠 く結果,浄 化等の措置費用が公的負担 となる事態を回避ある
いは最小化する効果がある33。
三 小指
以上の諸形態はいずれもオランダ,ド イツその他のEU諸 国で実績 を持つが,そ の選択に際 しては,
政策課題,市 場形態その他の条件に応 じた配慮が必要である。
わが国では環境協定上の約束の履行 を確保する手段を論ずる前に協定締結の経験を積むことが求 めら
れるが,そ の点は措 き,経 済界の約束が 目標数値 と達成時期あるいは中間目標 とその判定時期にっいて
十分具体的に特定され,か つ,そ の履行状況の監視がシステム化され ていることを前提 とすると,環境
協定で合意された経済界側の約束の履行を確保す るうえでは,当 然の ことながら,一義的には自律的な
遵守によるのが基本で,不 履行の結果に対 して法的拘束力を根拠 とする訴訟上の履行強制手段に訴える
のは二義的 としなければならない。その意味で,協 定に法的拘束力を付与することは…っの手段 とはい
えようが,こ れのみに頼ることは法政築上脆弱性 を内在することになると考える。法的拘束力を付与す
る方向が原則化 しているオランダでも,履行確保 をこれのみに依存するのでなく,他 の方法と併用する
例が一般的である。
環境協定の自律的遵守 を目指すには,事 業者に対 して協定に参加 し,かつ,こ れを履行する方がそ う
でない場合より有利な環境が存在する必要がある。 これ までみた事例に明 らかなように,そ の有利な環
境の一つは,直 接 または間接のメリッ トを付与することであ り,他の一・つは不履行の場合のサンクシ ョ
ンを提示することである。メ リットとサンクシ ョンは法律上のそれに限 らず事実上のそれでも足るが,
メリッ トが大きいほど,ま たはサンクションが厳 しくかつ実現性が高いほど,自律的な履行に対するイ
ンセンチィ ヴが強 く機能する。その反面で,厳 しいサンクションの設定は環境協定締結 自体を危険に陥
れ,あ るいは合意 され る環境政策の目標値,達 成期間を緩和する危険がある。蓋 し,再三指摘するよ う
に,環境政策目標の達成と技術開発 とを同時進行で追求 しなければな らない場合に,環境協定手法が最
も有効であ り,このことと厳 しいサンクシ ョンとは共存 しに くいか らである。現に,オ ランダにおける
分折でも実現困難な目標設定は環境協定の履行を失敗に導く要素の一つとなるが31,この点に配慮しつつ,
右のような視点でとらえると,前 記の諸形態の中では施設認可と結びつける方法が最 も強力で,規 制的
手法とのpolicymixの方法がこれに次ぐとみることができる。 しか し,前者は,EU諸国のように技術水
準あるいは最善技術 と施設設置 ・操業許認可 とを結びつけた統合的環境管理制度を採用す る場合には可
能だが,わ が国の施設規制法体系の現状はそ うでない。後者は,特 に,Freerider対策機能を併せ有す
る点でも利点があ り,我が国で利用する場合には,最 も効果的ではないか と考える。
(まつむ ら ゆみひこ)
a'1拙稿 ・前 掲 季 刊 環 境 研 究127号82頁
34B「uiij
ll,et.al・,oP.cit。,57.
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